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独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 中期計画新旧対照表（案） 
 
 

第５期中期計画（案） 第４期中期計画 

 
独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 30 条の規定により、独

立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）が中期目
標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。 

 
独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 30 条の規定により、独

立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）が中期目
標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
を達成するためにとるべき措置 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
を達成するためにとるべき措置 

１ 大学等の評価 
 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

 
 
毎年度、大学、高等専門学校及び法科大学院の求めに応じて、機構

が定める評価基準に従って、大学等の教育研究活動等の状況について
評価を行い、評価結果を当該大学等に通知するとともに公表する。 
効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直す

とともに、毎年度、評価担当者の研修を実施する。 
機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うこ

とにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善
につなげる。 
調査研究、国内外の質保証機関との連携等の取組により得られた成

果等を活用して、各大学等の内部質保証体制の一層の強化の支援等、
高等教育政策の動向を適切かつ迅速に反映した質の高い評価を行うと
ともに、説明会や研修等を通じ評価機関や大学等に積極的に提供する
こと等によって、我が国の認証評価における先導的役割を果たす。 

（削除） 
 
 
 
 
（削除） 
 

１ 大学等の評価 
 
（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 
① 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関す
る評価 

毎年度、大学、高等専門学校及び法科大学院の求めに応じて、機構
が定める評価基準に従って、大学等の教育研究活動等の状況について
評価を行い、評価結果を当該大学等に通知するとともに公表する。 
効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直す

とともに、毎年度、評価担当者の研修を実施する。 
機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うこ

とにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善
につなげる。 
さらに、選択評価の実施、調査研究、国内外の質保証機関との連携

等の取組により得られた成果等を活用して先進的な評価手法を開発
し、説明会や研修等を通じ評価機関や大学等に積極的に提供すること
等によって、我が国の認証評価における先導的役割を果たす。 
 
なお、法科大学院に係る認証評価については、政府における法曹養

成制度改革の動向を踏まえつつ、本中期目標期間中に当該評価に係る
運営費交付金の具体的な削減目標を設定し、その負担割合を段階的に
削減する。 

 
② 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価 

毎年度、大学等の希望に応じて、研究活動の状況、地域貢献活動の状

資料６ 
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第５期中期計画（案） 第４期中期計画 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する

評価 
国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第４期中期目標期間にお

ける教育研究の状況について、令和８年度に４年目終了時評価を、令和
10 年度に６年目終了時評価を行い、評価結果について、文部科学省国立
大学法人評価委員会に提出するとともに、社会に公表する。 
評価に当たっては、第４期中期目標期間における中期目標の大綱化や

同委員会が定めた評価方法等の方針に適切に対応しつつ、法人の負担軽
減を考慮した効果的かつ効率的な方法で実施する。 
 
国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第４期中期目標期間にお

ける教育研究の状況の評価の有効性、適切性について多面的な調査を行
うことにより検証し、第５期の評価に向けた評価方法等の改善につなげ
る。 

況、教育の国際化の状況について、それぞれ機構が定める評価基準に従
って選択評価を行い、評価結果を当該大学等に通知するとともに公表す
る。 
効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すと

ともに、毎年度、評価担当者の研修を実施する。 
機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うこと

により検証する。また、その検証結果を踏まえ、より実質的な評価を行
うための方法を検討するなど、評価システムの改善につなげる。 
 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する
評価 

国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第３期中期目標期間にお
ける教育研究の状況について、平成 32 年度に４年目終了時評価を、平
成 34 年度に中期目標期間終了時評価を行い、評価結果について、文部
科学省国立大学法人評価委員会に提出するとともに、社会に公表する。 
効率的かつ効果的に評価を実施できるよう、評価体制等を構築し、

評価担当者の研修を実施する。評価の実施に当たっては、大学ポート
レートや認証評価のために整えた根拠資料・データ等を活用するなど、
法人の作業負担の軽減に努める。 
国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第３期中期目標期間にお

ける教育研究の状況の評価の有効性、適切性について多面的な調査を行
うことにより検証し、第４期の評価に向けた評価方法等の改善につなげ
る。 
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第５期中期計画（案） 第４期中期計画 

２ 国立大学法人等の施設整備支援 
 

（１）施設費貸付事業 
 ①  施設費の貸付 

文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大
学共同利用機関法人に対し、大学附属病院の施設整備及び国立大学の移
転による整備等に必要な資金として貸付けを行う。 
貸付けに当たっては、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度

の高い審査を実施することにより償還確実性の確保に努める。 
また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機

能の達成状況とそのバランス等を確認する。 
 

②  資金の調達及び債務の償還 
国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資

するよう、貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行
により効率的な資金の調達を行う。 
また、貸付先訪問調査等の実施を通じて、貸付事業に係る債権を確実

に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行う。 
 
 
（削除 ②へ統合） 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
（２）施設費交付事業 
 ① 施設費の交付 

文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特
定学校財産を処分することで得られる収入、各国立大学法人等からの財
産処分収入の一定部分の納付金等の財源により、国立大学法人等に対
し、施設整備等に必要な資金として交付を行う。 

２ 国立大学法人等の施設整備支援 
 

（１）施設費貸付事業 
 ① 施設費の貸付 

文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大
学共同利用機関法人に対し、大学附属病院の施設整備及び国立大学の移
転による整備等に必要な資金として貸付けを行う。 
貸付けに当たっては、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度

の高い審査を実施することにより償還確実性の確保に努める。 
また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機

能の達成状況とそのバランス等を確認する。 
 

② 資金の調達 
貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行により資

金の調達を行う。 
その際、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改

善に資するよう、公募等による効率的な資金の調達に努める。 
民間資金の調達にあたり、ＩＲ（インベスター・リレーションズ）活

動として投資家を訪問し、説明及び情報発信を行う。 
 

③ 債務の償還 
貸付事業に係る債権を確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実

に行う。 
また、そのために貸付先訪問調査を実施する。 

 
④ 調査及び分析 

機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を効果的・効率的に
行うための調査、分析を行う。 
 

（２）施設費交付事業 
 ① 施設費の交付 

文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特
定学校財産を処分することで得られる収入、各国立大学法人等からの財
産処分収入の一定部分の納付金等の財源により、国立大学法人等に対
し、施設整備等に必要な資金として交付を行う。 



- 4 - 
 

第５期中期計画（案） 第４期中期計画 

   
② 交付対象事業の適正な実施の確保等 

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律
第 179 号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図るため、交
付先訪問調査を実施する。 
あわせて、文部科学省に協力して、各国立大学法人等に対し、施設費

交付事業の財源となる不要財産処分の重要性が周知されるよう取り組
む。 

 
（削除） 
 
 
 
 
（３）国から承継した財産等の処理 
 ① 承継債務償還 

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務につ
いて、関係国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務（旧国
立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負
債）の償還及び当該債務に係る利子の支払いを行う。 

   
② 旧特定学校財産の管理処分 
  国から承継した旧特定学校財産について適切に管理処分を行う。 

 

 
② 交付対象事業の適正な実施の確保 

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律
第 179 号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図るため、交
付先訪問調査を実施する。 

 
 
 
 
③ 交付事業財源の確保に関する調査等 

中長期的視点からの財源確保に関して、文部科学省、国立大学法人等
と連携を図りながら不要財産処分の促進等に関する必要な調査等を行
う。 

 
（３）国から承継した財産等の処理 
 ① 承継債務償還 

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務につ
いて、関係国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務（旧国
立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負
債）の償還及び当該債務に係る利子の支払いを行う。 
 

② 旧特定学校財産の管理処分 
  国から承継した旧特定学校財産について適切に管理処分を行う。 

 

３ 学位授与 
 
（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 
① 学士の学位授与 

短期大学や高等専門学校を卒業、あるいは専門学校を修了するなど
し、さらに大学等において高等教育レベルの学修を行った申請者に対
し、修得単位の審査、学修成果についての審査及び試験等を行い、学士
の学位を授与する。 

（削除） 
 
 

３ 学位授与 
 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 
① 学士の学位授与 

短期大学や高等専門学校を卒業、あるいは専門学校を修了するなど
し、さらに大学等において高等教育レベルの学修を行った申請者に対
し、修得単位の審査、学修成果についての審査及び試験等を行い、学士
の学位を授与する。 
なお、インターネットを利用した電子申請の推進など、申請者の利便

性向上に引き続き取り組む。 
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第５期中期計画（案） 第４期中期計画 

② 専攻科の認定 
学位の取得に必要な単位を修得する機会の拡大を図るため、短期大学

及び高等専門学校からの申出に基づき、当該短期大学等に置かれた専攻
科の教育課程等について審査を行い、大学教育に相当する水準の教育を
行っている専攻科を認定する。 
機構が授与する学位の水準を確保するため、認定した専攻科に対し、

一定期間ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。 
 

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 
① 学士、修士又は博士の学位授与課程の認定課程 

機構が認定した省庁大学校の課程を修了した申請者に対し、単位修得
と課程修了を審査するとともに、修士及び博士については申請論文の審
査及び試験を行った上で、学士、修士又は博士の学位を授与する。 
 

② 課程の認定 
 省庁大学校からの申出に基づき、当該大学校に置かれた課程の教育課
程等について審査を行い、大学の学部、大学院の修士課程又は博士課程
に相当する教育を行っている課程を認定する。 
機構が授与する学位の水準を確保するため、認定した課程に対し、一

定期間ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。 
 
（３）学位授与事業の普及啓発 

機構による学位授与の制度等に対する社会における理解の増進と高
等教育学習者等への更なる周知を図るため、生涯学習に関係する機関等
とも連携し、パンフレットの配布や説明会の開催等を積極的に行うとと
もに、ターゲットごとに有効な情報発信の方法を検討・実施し、戦略的
な広報活動に努める。 
また、学位授与の申請等に関する適切な情報を提供するため、学位授

与に関する申請案内等の充実及び利便性の向上に努める。 
 

② 専攻科の認定 
   学位の取得に必要な単位を修得する機会の拡大を図るため、短期大

学及び高等専門学校からの申出に基づき、当該短期大学等に置かれた
専攻科の教育課程等について審査を行い、大学教育に相当する水準の
教育を行っている専攻科を認定する。 
機構が授与する学位の水準を確保するため、認定した専攻科に対し、

一定期間ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。 
 

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 
① 学士、修士又は博士の学位授与 
 機構が認定した省庁大学校の課程を修了した申請者に対し、単位修得
と課程修了を審査するとともに、修士及び博士については申請論文の審
査及び試験を行った上で、学士、修士又は博士の学位を授与する。 
 
② 課程の認定 

省庁大学校からの申出に基づき、当該大学校に置かれた課程の教育課
程等について審査を行い、大学の学部、大学院の修士課程又は博士課程
に相当する教育を行っている課程を認定する。 
機構が授与する学位の水準を確保するため、認定した課程に対し、一

定期間ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。 
 

（３）学位授与事業の普及啓発 
学位授与の申請者等に適切な情報を提供するため、学位授与に関する

申請書類等の内容の充実に努める。 
また、生涯学習に関係する機関等とも連携し、パンフレットの配布や

説明会の開催等を積極的に行うとともに、アクセス情報の分析に基づき
社会における学位授与の制度等に対する理解の増進と高等教育学習者
等への更なる周知に努める。 
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４ 質保証連携 
 

（１）大学連携・活動支援 
① 大学等との連携 

大学等における教育研究の質の維持向上に資する情報等を収集、蓄積
し、大学等が評価活動やＩＲ（インスティテューショナル・リサーチ）
活動等に活用できるよう提供する。   
また、大学等の教職員向けの研修の開催等により、質保証に関わる人

材の能力向上を支援する。 
高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対

応するため、大学等における各種の学習に関する情報を収集・整理し、
提供する。 
 

② 国立大学法人の運営基盤の強化促進の支援 
国立大学法人の協力を得て、大学運営に関する情報の分析、財務経営

に関する取組事例の収集、病院経営分析に資する指標の提示や研修の実
施等に取り組む。また、これらの成果を広く国立大学法人等に提供する。 
 
 
 

③ 大学ポートレート 
大学における教育情報の活用を支援し公表を促進するため、大学ポー

トレート運営会議が示す運営方針に基づいて、大学ポートレートを運用
する。その際、大学ポートレートへの参加大学数や大学による情報公表
の状況、大学ポートレートウェブサイトへのアクセス状況及び利用者の
意見の把握・分析等を通じてその効果を検証する。 
また、検証結果を踏まえて、利用者をより意識した効果的な情報発信

及び利便性の向上等、機能の改善・充実に努める。 
 

（削除） 
 
 

④ 評価機関との連携 
認証評価機関連絡協議会等を通じ、他の評価機関と連携して、認証評

価の改善・充実や受け手である社会や大学等を意識した認証評価に関す

４ 質保証連携 
 
（１）大学等連携・活動支援 
① 大学等との連携 

大学等における教育研究の質の維持向上に資する情報等を収集、蓄
積し、大学等が評価活動やＩＲ（インスティテューショナル・リサー
チ）活動等に活用できるよう提供する。  
また、大学等の教職員向けの研修の開催等により、質保証に関わる人

材の能力向上を支援する。 
高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対

応するため、大学等における各種の学習に関する情報を収集・整理し、
提供する。 
 

② 国立大学法人の運営基盤の強化促進の支援 
国立大学法人の財務に関係する情報収集、分析及び成果の提供を行

う。 
国立大学法人の教育研究情報や資源投入に関する情報について、大

学等と協働して分析を行い、大学運営に資する指標など、これらの成
果を広く大学等に提供する。 

 
③ 大学ポートレート 

大学における教育情報の活用を支援し公表を促進するため、日本私立
学校振興・共済事業団と連携して大学ポートレートを運用する。その際、
大学ポートレートへの参加大学数や大学による情報公表の状況、大学ポ
ートレートウェブサイトへのアクセス状況及び利用者の意見の把握・分
析等を通じてその効果を検証する。 

また、検証結果を踏まえて、利用者の利便性の向上等、機能の改善・
充実に努める。 

 
本中期目標期間中に運営費交付金の具体的な削減目標を設定し、その

負担割合を段階的に削減することとする。 
 

④ 評価機関との連携 
認証評価機関連絡協議会等を通じ、他の評価機関と連携して、認証評

価の改善・充実や受け手である社会や大学等を意識した認証評価に関
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る情報の発信、職員の能力の向上等に取り組む。 
（２）国際連携・活動支援 
① 国際的な質保証活動への参画 

諸外国の質保証機関及び国際的な質保証ネットワーク等と高等教育
の質保証に関する連携活動に取り組み、国内外の質保証の制度・動向に
関する情報の交換及び知見の共有を図る。 
 

② 学位等高等教育資格の承認に関する情報提供 
我が国における国内情報センター（ＮＩＣ）として、我が国の学位等

高等教育資格の国際的な通用性の確保及び諸外国との円滑な資格の承
認に資する国内外の高等教育制度、質保証制度等に関する調査及び情報
提供並びに諸外国のＮＩＣ等との連携活動を行う。 

する情報の発信、職員の能力の向上等に取り組む。 
（２）国際連携・活動支援 

① 国際的な質保証活動への参画 
諸外国の質保証機関及び国際的な質保証ネットワーク等と連携・協

力し、高等教育の質保証に関する活動への参画及び情報の交換・共有を
図る。 

 
② 資格の承認に関する調査及び情報提供 

我が国における国内情報センター（ＮＩＣ）として、我が国の学位等
高等教育資格の国際的な通用性の確保及び諸外国との円滑な資格の承
認に資する国内外の高等教育制度、質保証制度等に関する調査及び情報
提供を行う。 

５ 調査研究 
 
（１）大学等の改革の支援に関する調査研究 
① 大学等におけるマネジメントの改善・向上に関する調査研究 

大学におけるマネジメントの在り方について、大学運営基盤の強化促
進支援の基礎となる調査研究を行う。 

 
 

② 大学等の質の保証及び維持・向上のための評価に関する調査研究 
過去に実施された大学等の教育研究活動等の評価実施結果を分析・検

証し、効果的で効率的な評価の在り方を検討するとともに、国内外の政
策状況等の進展に伴う要請に対応した、今後の我が国の大学等の質の保
証及び維持・向上のための評価システム等の在り方について調査研究を
行う。 

 
（削除） 
（１）②大学等の質の保証及び維持・向上のための評価に関する調査研究 
に統合 

 
 
 

（削除） 
（３）②大学等の改革支援及び学位授与に係る情報分析に関する調査研究 

５ 調査研究 
 
（１）大学等の改革の支援に関する調査研究 
① 大学等におけるマネジメントの改善・向上に関する調査研究 

大学におけるマネジメントの在り方について調査研究を行うととも
に、大学改革のための専門性のある支援スタッフに関して財源、身分、
人材育成等の制度設計の基礎となる研究を行う。 

 
② 大学等の質の保証及び維持・向上のための評価に関する調査研究 

過去に実施された大学等の教育研究活動等の評価実施の結果を分析
し、効果的で効率的な評価の在り方を実証的に検証するとともに、国内
外の政策状況等の進展に伴う要請に対応した、今後の我が国の大学等の
質の保証及び維持・向上のための評価システムの在り方について研究を
行う。 
 

③ 質保証に係る国内外の連携に関する調査研究 
諸外国における質保証制度を調査研究して、我が国の質保証制度の改

善への参考材料とし、今後展開が予想される国際共同教育での連携を図
るとともに、得られた知見をもとに我が国の大学の現場で質保証業務を
担う実務人材の育成に向けた教材を開発して研修等を実施する。 

 
④ 質保証に係る情報の分析方法及び利用環境に関する調査研究 

大学等の質保証を確立するために必要とされる情報の収集・整理・公
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にて実施） 
 

 
 
③ 調査研究成果の活用と社会への提供 

調査研究の成果については、機構の評価事業をはじめとする事業の改
善等に活用するとともに、関連学協会の学術誌及び機構の学術誌、報告
書、研修会等を通じて社会に提供・公表する。 

 
 

（２）学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 
 

① 学位の要件となる学習の成果の評価と学位等の承認に関する調査研  
 究 

学位の授与に必要な学習の体系的な構成と学習の成果の評価に関し
て基礎となる研究を行うとともに、学位等高等教育資格の国際的な互換
性と公正な承認について調査研究を行う。 

 
 

② 機構の実施する学位授与の機能に関する調査研究 
高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認

定する方法を研究するとともに、機構の学位授与の現状及び社会的要請
を把握し、実施状況を検討して、今後の学位授与の在り方について調査
研究を行う。 

 
③ 調査研究成果の活用と社会への提供 

調査研究の成果については、機構の学位授与事業をはじめとする事業
の改善等に活用するとともに、関連学協会の学術誌及び機構の学術誌、
報告書、研修会等を通じて社会に提供・公表する。 

 
（３）大学等の改革支援及び学位授与に係る情報処理に関する調査研究 

① 大学等の改革支援及び学位授与に係る情報基盤に関する調査研究 
機構の行う大学等の改革支援及び学位授与に資するとともに、高等教

育情報の提供に関する社会の要請に的確に応えうる情報基盤の在り方
や構築方法について調査研究を行う。 

表方法の検討及び教育研究活動に関する研究を行うとともに、大学及び
評価機関等において情報を効果的に分析・活用するための利用環境に関
する研究を行う。 
 

⑤ 調査研究成果の活用と社会への提供 
調査研究の成果については、機構の評価事業をはじめとする事業の改

善等に活用するとともに、関連学協会の学術誌及び機構の学術誌、報告
書、研修会等を通じて社会に提供・公表する。 

 
 
（２）学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 
 
① 学位の要件となる学習の成果の評価と学位等の承認に関する調査研
究 
学位の授与に必要な学習の体系的な構成と学習の成果の評価に関し

て理論的基底を踏まえて研究するとともに、学位等高等教育資格の国際
的な互換性と公正な承認について学位授与業務を通じて蓄積された知
見と実績をもとに調査研究を行う。 

 
② 機構の実施する学位授与の機能に関する調査研究 
高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認定

する方法を研究するとともに、機構の学位授与の現状及び社会的要請を把
握し、実施状況を検討して、今後の学位授与の在り方を実証的に研究する。 
 
 

③ 調査研究成果の活用と社会への提供 
調査研究の成果については、機構の学位授与事業をはじめとする事業の

改善等に活用するとともに、関連学協会の学術誌及び機構の学術誌、報告
書、研修会等を通じて社会に提供・公表する。 
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② 大学等の改革支援及び学位授与に係る情報分析に関する調査研究 

機構の行う大学等の改革支援及び学位授与に資するとともに、高等教
育情報の提供に関する社会の要請に的確に応えうる情報分析の方法や
活用方策について調査研究を行う。 

 
③ 調査研究成果の活用と社会への提供 

調査研究の成果については、機構の評価事業や学位授与事業などの事
業の改善等に活用するとともに、関連学協会の学術誌及び機構の学術
誌、報告書、研修会等を通じて社会に提供・公表する。 

 
 

６ 大学・高専成長分野転換支援 
 

（削除） 
 
 
 

（１）助成金の交付 
「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第十六条の二に規定す

る助成業務の実施に関する基本的な指針」（令和５年２月 28 日文部科学
大臣決定。以下「基本指針」という。）及び「独立行政法人大学改革支
援・学位授与機構法第十六条の三に規定する助成業務の実施に関する方
針」（令和５年４月 13 日文部科学大臣認可。以下「実施方針」という。）
に基づき、大学及び高等専門学校に対して助成事業の公募を行うととも
に、遅滞なく審査の上、選定した大学及び高等専門学校に助成金を交付
する。 

 
（２）取組の実施状況の把握等 

交付対象となった大学及び高等専門学校における学部再編等に係る
検討状況、取組の実施状況等をフォローアップに関する規定等に基づき
把握するとともに、その内容を基に、各大学等における取組の効果を測
定し、その結果を公表する。また、定期的に会議（機能強化会議）を開
催するなどの方法により、交付対象となった大学等の相互の連携等の促
進を図る。 

６ 大学・高専成長分野転換支援 
 
助成業務については、基本指針に基づき、国から交付される補助金によ

り基金を設け、中長期的な人材の育成の観点から特に支援が必要と認めら
れる分野の学部等の設置その他組織の変更に関する助成金の交付を行う。 
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Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 Ⅳ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 経費等の合理化・効率化 
  業務量の変動に対応した組織体制の見直し及び電子化の推進等に引き
続き取り組むことにより、経費等の合理化・効率化を図る。 

（削除） 
「その他主務省令で定める業務運営に関する事項_２ 情報システムの整備
及び管理」の箇所へ移動） 
 
運営費交付金を充当して行う事業については、効率化になじまない特殊

要因を除き、一般管理費（人件費及び退職手当を除く。）について、中期
目標の期間中、毎事業年度につき１％以上を削減するほか、その他の事業
費（人件費及び退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業
年度につき１％以上の業務の効率化を図る。効率化に際しては、機構の行
う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、事業の継
続性に十分留意する。 

 
（削除） 
（「Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき事項」（新設）
の箇所へ移動） 
 
 
 
 
２ 調達等の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27
年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、「調達等合理化計画」を策定し、計
画に基づく取組を着実に実施するとともに、計画や自己評価結果等を公表
する。 
また、契約監視委員会を開催し、調達等合理化計画の策定及び自己評価

の際の点検を行うとともに、個々の契約案件の事後点検を行い、その審議
概要を公表する。 

１ 経費等の合理化・効率化 
業務量の変動に対応した組織体制の見直し及び電子化の推進等に引き

続き取り組むことにより、経費等の合理化・効率化を図る。 
なお、「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月

24 日デジタル大臣決定）にのっとり、ＰＭОの設置等の体制整備を行う
とともに、情報システムの適切な整備及び管理を行う。 
 
運営費交付金を充当して行う事業については、効率化になじまない特殊

要因を除き、一般管理費（人件費及び退職手当を除く。）について、中期
目標の期間中、毎事業年度につき３％以上を削減するほか、その他の事
業費（人件費及び退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事
業年度につき１％以上の業務の効率化を図る。効率化に際しては、機構
の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、事
業の継続性に十分留意する。 
また、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情

報を適切に把握し、機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を
行うことにより、効率的な予算執行に努めるとともに、運営費交付金の
会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたことを踏ま
え、引き続き、収益化単位ごとに予算と実績を管理する。 
さらに、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残

高の発生状況にも留意する。 
 

２ 調達等の合理化 
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27

年５月 25 日総務大臣決定）に基づき、「調達等合理化計画」を策定し、計
画に基づく取組を着実に実施するとともに、計画や自己評価結果等を公表
する。 
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３ 給与水準の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、
適正化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表す
る。 

 
３ 給与水準の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、適正
化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき事項 （新設） 

１ 予算の適切な管理と効果的な執行等 
自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を適

切に把握し、機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うこと
により、効率的な予算執行に努める。さらに、毎年の運営費交付金額の算
定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

 
２ 資産の有効活用 

小平第２住宅については、入居率が５割を下回り、その改善の見込みが
ない場合には、国の資産債務改革の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討す
る。 

（新設） 
 
 
 
 
 
（新設） 

Ⅳ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 

 
１ 予算    別紙１のとおり 
 
２ 収支計画  別紙２のとおり 
 
３ 資金計画  別紙３のとおり 
 

 
１ 予算    別紙１のとおり 
 
２ 収支計画  別紙２のとおり 
 
３ 資金計画  別紙３のとおり 
 

Ⅴ 短期借入金の限度額 Ⅳ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額  〇億円 
 
２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅延
が生じた場合、予定していない退職手当の支出、承継債務償還及び施設
費貸付事業に係る関係国立大学法人の債務償還遅延（この場合の借換え
は行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場合等が想定される。 
 

１ 短期借入金の限度額  78 億円 
 
２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅
延が生じた場合、予定していない退職手当の支出、承継債務償還及び
施設費貸付事業に係る関係国立大学法人の債務償還遅延（この場合の
借換えは行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場合等が想定
される。 
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 Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 

（削除） 
「財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき事項」（新規）の箇
所へ移動） 
 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない
場合には、国の資産債務改革の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 

Ⅵ 剰余金の使途 Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構法に定める業務の充実及び組織運営の改善のために充てる。 
 

決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構法に定める業務の充実及び組織運営の改善のために充てる。 
 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１ 内部統制 
  機構長のリーダーシップの下、法令等を遵守し、機構のミッションや

管理運営方針の役職員への周知徹底を図る。また、内部統制の機能状況
について、監査、自己点検・評価等により定期的に検証し、必要に応じ
て見直しを行う。特に監事、監査室及び会計監査人の連携を強化し監査
を行い、その結果を公表する。 

 
 
２ 情報システムの整備及び管理 
  「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月 24
日デジタル大臣決定）にのっとり、PMO 及び関係部署が協働し情報シス
テムの適切な整備及び管理を行う。 

「政府機関等のサイバー情報セキュリティ対策のための統一基準
群」を踏まえ、情報セキュリティポリシーを適時見直す。また、サイバ
ーセキュリティ戦略本部が実施する監査の結果等を踏まえ、リスクを
評価する。これらに基づき、情報セキュリティ対策を適切に推進する。 

 
３ 施設・設備に関する計画 

中長期的な施設・設備の維持管理において、トータルコストの縮減や
良好な状態を維持するため、令和３年３月に策定した「インフラ長寿命
化計画」に基づき、効果的・効率的に改修等を実施する。 

 
４ 人事に関する計画 

大きく増減する業務量に対応し確実に実行するため、国立大学法人等

１ 内部統制 
 機構長のリーダーシップの下、法令等を遵守し、機構のミッションや管
理運営方針の役職員への周知徹底を図る。また、内部統制の機能状況につ
いて、監査、自己点検・評価等により定期的に検証し、必要に応じて見直
しを行う。特に監事、監査室及び会計監査人の連携を強化し監査を行い、
その結果を公表する。 

 
 
２ 情報セキュリティ対策 
 
 
 

「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」を踏まえ、
情報セキュリティポリシーを適時見直す。また、サイバーセキュリティ
戦略本部が実施する監査の結果等を踏まえ、リスクを評価する。これら
に基づき、情報セキュリティ対策を適切に推進する。 

 
３ 施設・設備に関する計画 
  なし。 
 

 
 
４ 人事に関する計画 

大きく増減する業務量に対応し確実に実行するため、国立大学法人等
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の協力を得て計画的な人事交流等により幅広い人材を確保し適正に職
員を配置し、必要な組織体制を柔軟に構築する。また専門的な研修等に
より職員の能力向上を図る。 

 
 
５ 中期目標期間を超える債務負担 
  中期目標期間を超える債務負担については、機構の業務運営に係る契
約の期間が中期目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性及
び資金計画の影響を勘案し、合理的と判断されるものについて行う。 

 
６ 積立金の使途 
  前期中期目標の期間の最終事業年度における積立金残高のうち、文部

科学大臣の承認を受けた金額については、独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構法に定める業務の財源に充てる。 

 

の協力を得て計画的な人事交流等により幅広い人材を確保し適正に職員
を配置し、必要な組織体制を柔軟に構築する。また専門的な研修等によ
り職員の能力向上を図る。 

 
 
５ 中期目標期間を超える債務負担 
  中期目標期間を超える債務負担については、機構の業務運営に係る契
約の期間が中期目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性及
び資金計画の影響を勘案し、合理的と判断されるものについて行う。 
 

６ 積立金の使途 
  前期中期目標の期間の最終事業年度における積立金残高のうち、文部
科学大臣の承認を受けた金額については、独立行政法人大学改革支援・学
位授与機構法に定める業務の財源に充てる。 
 

 


